
 

 

を超え、２年以内）」は

10.4％、「離職した（２年を

超え、３年以内）」は 5.2％、

「離職した（３年を超えてか

ら）」は 3.7％となっており、

よく言われる「３年以内に３

割離職」という状況がここで

もみられます。 

 

◆新入社員が辞めた理由

は？ 

本調査で会社を辞めた理

由を聞いたところ、「仕事が

自分に合わない」（40.1％）

が最も高くなっています。次

いで、「労働時間・休日・休

暇の条件がよくなかった」

（31.0％）、「賃金の条件が

よくなかった」（27.4％）と

続き、待遇よりも仕事のミス

マッチを挙げる人の割合が

多い結果となっています。ま

た、新入社員研修や先輩・上

司からの指導・アドバイスが

なかった人では、『離職した

（計）』の割合は 41.9％と、

指導・アドバイスがあった人

（30.9％）と比べて 11.0 ポ

イント高くなっており、周囲

の支援による差は大きいこ

とがわかります。 

苦労して採用した社員の

離職は避けたいものです。新

入社員を抱える職場では、周

囲の配慮も必要になってく

るでしょう。 

最低賃金引上げの影響と

対応～日商調査結果から 
 

◆最低賃金引上げが中小企

業に与えた影響は？ 

 日本・東京商工会議所は、

全国の中小企業を対象に「最

低賃金引上げの影響および

中小企業の賃上げに関する

調査」（調査期間：2022年２

月７日～28日、回答企業数：

3,222 社）を行い、その結果

を公表しました。昨年 10 月

の最低賃金引上げの影響と

その対応等について調べる

ものです。調査結果の主なポ

イントは以下の通りです。 

 

◆最低賃金引上げによる影

響と対応 

○最低賃金を下回ったため、

賃金を引き上げた企業（直

接的な影響を受けた企業）

の割合は 40.3％。 

○賃金を引き上げた従業員

の属性は、「パートタイム

労働者（主婦パート、学生

のアルバイトなど）」と回

答 し た 企 業 の 割 合 が

83.4％。 

○人件費の増加に対して行

った具体的な内容を聞い

たところ、「人件費が増大

したが対応策がとれない

（とれなかった）」 とする

回答が４割超（42.2％）と

最も多い。 

○現在の最低賃金額の負担感

は、「負担になっている」

と回答した企業の割合は

65.4％。業種別では、コロ

ナ禍で大きな影響を受けて

いる「宿泊・飲食業」で

90.9％と最も高い。 

○今年の最低賃金額の改定に

ついて、「引き上げるべき」

と回答した企業の割合は、

前年調査から 13.6 ポイン

ト上昇して 41.7％となり、

「引き下げるべき」と「引

上げはせずに、現状の金額

を維持すべき」の合計

（39.9％）を上回った。 

 

◆2022年度の賃上げは？ 

 また、本調査において、2022

年度に「賃上げを実施予定」

と回答した企業の割合は

45.8％でした。そのうち約７

割（69.4％）が「業績の改善

がみられないが賃上げを実施

（防衛的な賃上げ）予定」と

回答しています。社員のモチ

ベーション向上や人材の確

保・採用を目的に、厳しいな

かでも賃上げを選択するとい

う傾向がみられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

という回答も少なくありま

せん。 

 

◆自身の心掛けのほうが効

果的？ 

他方で、労働者自身が持つ

ワーク・ライフ・バランス確

保に対する意識は変わりつ

つあり、実労働時間を抑制す

るようです。自分の自由に使

える時間が増えるなど、取り

組む改革の内容によっては

健康維持や睡眠の充足に貢

献するようです。 

 

◆コロナ禍による変化 

一方、コロナ禍によって、

業務のやり方を変えなくて

はならなくなったことで、半

ば強制的にＤＸ化が進んだ

一面があると思います。新型

コロナは、ある意味で、政府

による働き方改革の取組み

より働く人の意識を変える

効果があったのかもしれま

せん。 

いずれにしても、テレワー

クをはじめ新型コロナの期

間に行った業務改善や、そこ

で得られた知恵は継続して

いきたいものです。 

 

 

 

新入社員が辞める理由

は？ 
～連合 「入社前後のトラブ

ルに関する調査 2022」より 
 

◆５月は新入社員の退職が

増える時期 

５月は、ゴールデンウイー

ク後に「五月病」と呼ばれる

ように、気分が晴れない症状

が出る人が増え、新入社員の

退職などもみられる時期で

す。 

新しい環境に飛び込み、張

り詰めた気持ちで過ごして

いた新入社員の緊張の糸が

切れ、会社に不満を持ち始め

る時期でもあります。 

 

◆「３年以内に３割離職」の

現実 

日本労働組合総連合会が

実施した「入社前後のトラブ

ルに関する調査 2022」（調査

期間：2022年２月 28日～３

月２日、大学卒業後に新卒で

正社員として就職した全国

の入社２～５年目の男女

1,000名の有効サンプルを集

計）によれば、新卒入社した

会社を「離職した（半年以

内）」は 7.7％、「離職した

（半年を超え、１年以内）」

は 6.2％、「離職した（１年

「働き方改革」の効果

は？～労働政策研究・研

修機構の調査結果から 
 

2018 年に法律が成立し進

められてきた働き方改革の

取組みは、実際にどれくらい

の効果があったのでしょう

か。 

 

◆変化は「特にない」が約半

数 

労働政策研究・研修機構が

行った「働く人の仕事と健

康、管理職の職場マネジメン

トに関する調査」の結果によ

ると、企業の働き方改革によ

る変化に対する質問では、変

化は「特にない」との回答が

45.7％（業種平均）に上りま

す。 

「企業の働き方改革の取

組みと実労働時間との関係

については、働き方改革の効

果は依然明確にはなってい

ないと推察される」として、

特に中小企業については、効

果が明確に表れたとは言え

ないようです。 

また、事業場外労働のみな

し労働時間制により、「サー

ビス残業や持ち帰りの仕事

が増えた」、「休憩時間が減っ

た／休憩を取れなくなった」
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